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財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(3) 固定資産の減価償却の方法

　　建物： 定額法　　　　　構築物・什器備品・建物附属設備： 定率法

　　リース資産：定額法　　　　　　ソフトウェア：利用可能期間（５年）に基づく定額法

(4) 引当金の計上基準

　　貸 倒 引 当 金：債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について法人税法の規定による

　　　　　　　　　　法定繰入率により計上している。

　　賞 与 引 当 金：職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に属する金額を

　　　　　　　　　　計上している。

　　退職給付引当金：職員の退職金の支給に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当す

　　　　　　　　　　る金額を計上している。

(5) リース取引の処理方法

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

　　処理によっている。

　　リース資産の減価償却：リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっている。

　　リース資産の内容：公用車、複合機

　　なお、少額リースについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(6) 消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高                                                        

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。                                      

（単位：円）

科            目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産引当資産     30,000,000             0             0    30,000,000

小            計     30,000,000             0             0    30,000,000

退職給付引当資産     44,683,980    13,147,100             0    57,831,080

減価償却引当資産     10,000,000             0             0    10,000,000

庁舎建設積立資産    653,561,826    53,397,860             0   706,959,686

施設整備資金積立資産     86,278,475             0     4,041,125    82,237,350

研修基金引当資産     12,200,000             0             0    12,200,000

調査・研究基金引当資産      9,000,000             0             0     9,000,000

小            計    815,724,281    66,544,960     4,041,125   878,228,116

合            計    845,724,281    66,544,960     4,041,125   908,228,116



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳                                                              

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。                                            

（単位：円）

科            目 当期末残高 (うち指定 (うち一般 (うち負債に

正味財産から 正味財産から 対応する額)

の充当額) の充当額)

基本財産

　基本財産引当資産     30,000,000 (    30,000,000) (             0) (             0)

小            計     30,000,000 (    30,000,000) (             0) (             0)

特定資産

　退職給付引当資産     57,831,080 (             0) (             0) (    57,831,080)

　減価償却引当資産     10,000,000 (             0) (    10,000,000) (             0)

　庁舎建設積立資産    706,959,686 (             0) (   706,959,686) (             0)

　施設整備資金積立資産     82,237,350 (             0) (    82,237,350) (             0)

　研修基金引当資産     12,200,000 (             0) (    12,200,000) (             0)

　調査･研究基金引当資産      9,000,000 (             0) (     9,000,000) (             0)

小            計    878,228,116 (             0) (   820,397,036) (    57,831,080)

合            計    908,228,116 (    30,000,000) (   820,397,036) (    57,831,080)

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

（直接法により減価償却を行っている場合）                                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。                              

（単位：円）

科            目 取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

　建物        370,780        88,556       282,224

　構築物         16,413         8,206         8,207

　什器備品     28,263,486    11,095,002    17,168,484

　建物附属設備        509,772        37,631       472,141

　リース資産      8,648,160     4,616,220     4,031,940

　ソフトウェア      5,909,405     1,839,439     4,069,966

合            計     43,718,016    17,685,054    26,032,962



（単位：円）

期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

基本財産

30,000,000 30,000,000

30,000,000 0 0 30,000,000

特定資産

退職給付引当資産 44,683,980 13,147,100 57,831,080

減価償却引当資産 10,000,000 10,000,000

庁舎建設積立資産 653,561,826 53,397,860 706,959,686

86,278,475 4,041,125 82,237,350

研修基金引当資産 12,200,000 12,200,000

9,000,000 9,000,000

815,724,281 66,544,960 4,041,125 878,228,116

（単位：円）

目的使用 その他

1,357,500 1,305,600 1,357,500 1,305,600

15,686,260 18,481,369 14,045,954 1,640,306 18,481,369

44,683,980 13,147,100 277,140 57,553,940

基本財産引当資産

　附 属 明 細 書　

１．基本財産及び特定資産の明細

区　分 資産の種類

当期減少額
期末残高

貸倒引当金

基本財産合計

施設整備資金積立資産

調査・研究基金引当資産

特定資産合計

２．引当金の明細

賞与引当金

退職給付引当金

科　　目 期首残高 当期増加額
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(単位：円)

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金額
(流動資産)

現金預金    12,020,602
  現金 手元保管 運転資金として       147,971
  普通預金 琉球銀行寄宮支店 運転資金として    11,872,631
未収金 事業に係る未収金   217,685,597
貯蔵品 収入印紙・切手 事業部門および管理部門で使用している       773,690
貸倒引当金 債権の貸倒に対するもの   △1,305,600

流動資産合計   229,174,289
(固定資産)
 基本財産

基本財産引当資産 定期預金 県および市町村の出捐金を基本財産として管理している    30,000,000
　沖縄海邦銀行寄宮支店

 特定資産
退職給付引当資産 定期預金 退職金の財源として使用している    57,831,080

　琉球銀行寄宮支店
普通預金
　琉球銀行寄宮支店

減価償却引当資産 定期預金 固定資産買換資金として使用している    10,000,000
　琉球銀行寄宮支店

庁舎建設積立資産 定期預金 庁舎建設の積立資産であり   706,959,686
　沖縄海邦銀行寄宮支店 資産取得資金として管理している
　琉球銀行寄宮支店
普通預金
　琉球銀行寄宮支店

施設整備資金積立資産 定期預金 試験機器更新等の積立資産であり、    82,237,350
　琉球銀行寄宮支店 資産取得資金として管理している
普通預金
　琉球銀行寄宮支店

研修基金引当資産 定期預金 研修事業の財源として使用している    12,200,000
　琉球銀行寄宮支店

調査・研究基金引当資産 定期預金 調査･研究事業の財源として使用している     9,000,000
　琉球銀行寄宮支店

 その他固定資産
建物 内部造作他 事業部門で使用している       282,224
構築物 門および土間 事業部門で使用している         8,207
什器備品 エアコン他 事業部門および管理部門で使用している    17,168,484
建設仮勘定 庁舎建設基本設計業務委託､設定未試験機、他    34,282,000
電話加入権 電話回線（10回線） 事業部門および管理部門で使用している       609,804
保証金       459,800
リース資産 車両、パソコン、サーバー等 事業部門及び管理部門で使用している     4,031,940
建物附属設備 高圧受電設備 事業部門で使用している       472,141
ソフトウェア 資材試験システム他 事業部門で使用している     4,069,966

固定資産合計   969,612,682
    資産合計 1,198,786,971
(流動負債)

未払金 事業に係る未払金    61,604,195
預り金 職員 社会保険料等     9,576,903
仮受金 事業に係る仮受金       143,975
短期リース債務 リース資産の当年度リース料の未払分        57,200
賞与引当金 職員 職員に対する賞与の支払いに備えたもの    18,481,369

流動負債合計    89,863,642
(固定負債)

退職給付引当金 職員 職員25名に対する退職金の支払いに備えたもの    57,553,940
長期リース債務 リース資産の未経過リース料     4,031,940

固定負債合計    61,585,880
    負債合計   151,449,522
    正味財産 1,047,337,449



監 査 報 告 
 
公益財団法人沖縄県建設技術センター 
理事長 玉城 守克  殿 
 
令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの事業年度の理事の職務の執行に関して、

本監査報告を作成し、以下のとおり報告致します。 
 
１．監査の方法及びその内容 
 私たち監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に

努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、法人事業

所において業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に

係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 
 さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算関係書類

（貸借対照表、正味財産増減計算書、財務諸表に対する注記及びこれらの附属明細書）につ

いて監査しました。 
 
２．監査の結果 
 （１）事業報告等の監査結果 
   一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示し

ているものと認めます。 
   二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 
 （２）計算関係書類の監査結果 
    計算関係書類は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認めます。 
 
 

令和７年５月２３日 

公益財団法人沖縄県建設技術センター 
 

監事  金城 満珠男    印 
 
                  監事  曽根 淳     印 


